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はじめに

（１）高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画とは

①高齢者保健福祉計画

高齢者健康と福祉の増進を図るため、老人福祉法第２０条の８の規定に基づき策定する計画

②介護保険事業計画

介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を図るため、介護保険法第117条の規定に基づき、策定する計画。国が定める基本指針

を踏まえた策定が必要となる。

（２）計画の策定において動向を踏まえる必要がある国の会議

①全世代型社会保障構築会議

全世代対応型の持続的な社会保障制度を構築する観点から、社会保障全般の総合的な検討を行うための会議。

働き方の変化を中心に据えながら、社会保障全般にわたる改革を検討する。

②社会保障審議会 介護保険部会

介護保険制度の施行状況を踏まえ、介護保険制度に関する課題及びその対応策等について議論するために社会保障審議会に設置さ

れた専門部会

③全国担当課長会議（介護保険、高齢者保健福祉）

計画策定にあたり国から必要な調査や推計、基本指針等を自治体に対して示される会議



①全世代型社会保障構築会議

①少子化・人口減少の流れを変える

成長と分配の好循環、未来への投資

②これからも続く「超高齢社会」に備える

・働き方に中立的な社会保障制度を構築し、労働力を確保

・社会保障を皆で支える仕組みを構築し、ニーズの変化に対応

③「地域の支え合い」を強める

互助の機能強化、住まいの確保

①「将来世代」の安心を保証する

②能力に応じて、全世代が支え合う

③個人の幸福とともに、社会全体を幸福にする

④制度を支える人材やサービス提供体制を重視

⑤社会保障のDXに積極的に取り組む

出典：全世代型社会保障構築会議 報告書（R4.12.16）

・「時間軸」

2040年頃までを視野に入れつつ、当面の2025年や2030年を目指した中長期的な課題について時間軸を持って取り組む

・「地域軸」

社会保障ニーズや活用可能資源の地域的差異を考慮し、地域に応じた解決手法や仕組みの考案

（１）目指すべき社会の将来方向 （２）全世代型社会保障の基本理念

（３）全世代型社会保障の構築に向けての取組

基本的考え方



①全世代型社会保障構築会議

■超高齢社会への備えを確かなものとするとともに、人口減少に対応していく観点から、医療・介護制度の改革を前に進めることが喫緊の課

題。特に2025年までに75歳以上の後期高齢者の割合が急激に高まることを踏まえ、負担能力に応じて、すべての世代で、増加する医療費

を公平に支え合う仕組みを早急に構築する必要がある。

■限りある資源を有効に活用しながら、地域における医療・介護ニーズの増大に的確に対応する。すべての国民が、それぞれの地域において

質の高い医療・介護サービスを必要に応じて受けることのできる体制を確保していく観点から、医療の機能分化と連携の更なる推進、医療・介

護人材の確保等に力を注ぐ。

出典：全世代型社会保障構築会議 報告書（R4.12.16）

３．医療・介護制度の改革

各分野における改革の方向性

①医療保険制度

〇後期高齢者医療制度の保険料負担の在り方の見直し（後期高齢者の保険料負担と現役世代の支援金について、一人当たりの伸び率が均

衡するよう見直し。高齢者の保険料負担については低所得層に配慮しつつ、賦課限度額、所得割率を引き上げ）

〇被用者保険者間の格差是正（健保組合への更なる支援を行いつつ、前期高齢者の財政調整に部分的に「報酬水準に応じた調整」導入）

・引き続き、給付の在り方、給付と負担のバランスを含めた不断の見直し。また、都道府県の役割について検討を深めていく必要

基本的方向

取り組むべき課題



②医療提供体制

・サービス提供体制の改革に向けた主な課題（都道府県の責務の明確化等による地域医療構想の推進、医療法人の経営情報のデータ

ベースの構築などの医療法人改革等）

〇かかりつけ医機能が発揮される制度整備（今後の高齢者人口の更なる増加と人口減少を見据え、かかりつけ医機能が発揮される制度整

備は不可欠であり、早急な実現を目指す。その際には、国民・患者から見て、一人ひとりが受ける医療サービスの質の向上につながるものとす

る必要がある。）

出典：全世代型社会保障構築会議 報告書（R4.12.16）

③介護

・地域包括ケアシステムの深化・推進

◎次の計画期間に向けた改革

― 介護現場の生産性向上と働く環境の改善

― 介護保険の持続可能性確保のため、「骨太の方針2022」等で指摘された課題について来年度の「骨太の方針」に向けて検討

④医療・介護分野等におけるDX等の推進

・医療・介護分野の関連データの積極的な利活用の推進

・医療DXの実装化

①全世代型社会保障構築会議 各分野における改革の方向性



①足元の課題

・〇の項目

・医療法人改革の推進、医療介護間での情報連携

出典：全世代型社会保障構築会議 報告書（R4.12.16）

②来年早急に検討を進めるべき項目

・更なる医療制度改革（かかりつけ医機能の制度整備の実施に向けた具体化、地域医療構想の実現に向けた更なる取組、診療報酬・薬

価改定に向けた検討）

・◎の項目

③2025年までに取り組むべき項目

・医療保険及び介護保険における負担能力に応じた負担と給付の内容の不断の見直し

・本格的な人口減少期に向けた地域医療構想の見直し、実効性の確保

・地域包括ケアの実現に向けた提供体制の整備と効率化・連携強化

今後の改革の工程

①全世代型社会保障構築会議 各分野における改革の方向性



■人口構造及び世帯構成が変化し、家族のつながりや遅延も希薄化する中で、今後さらなる増加が見込まれる独居高齢者等を住まいの確保

を含め、社会全体でどのように支えていくかが大きな課題

■制度・分野や、「支える側」「支えられる側」という従来の関係を越えて、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け

合いながら暮らしていくことのできる包摂的な社会の実現が必要

→ 各種社会保障サービスの担い手や幅広い関係者の連携の下、地域全体で、一人ひとりに寄り添い、伴走支援するという視点が重要

■人口急減地域においては、地域社会における支え合い機能が低下し、住民の日常生活の維持に課題が生じる事態も想定

→ 住民同士が助け合う「互助」の機能を強化することが重要

出典：全世代型社会保障構築会議 報告書（R4.12.16）

４．「共生社会」の実現

①一人ひとりが寄り添う支援とつながりの創出

〇重層的支援体制の整備 〇ソーシャルワーカー等の確保・育成 〇孤独・孤立対策の推進

〇多様な主体による地域づくりの推進 〇地域共生社会の実現に向けた社会保障教育の推進

基本的方向

取り組むべき課題

①全世代型社会保障構築会議 各分野における改革の方向性



②住まいの確保

住まい政策を社会保障の重要な課題と位置付け、必要な施策を本格的に展開すべき。その際、支援対象のニーズや既存制度の関係の

整理も含めて議論を深め、必要な制度的対応を検討すべき。

・ソフト面での支援の強化（住宅の提供と見守り・相談支援の提供をあわせて実施）

・住宅の所有者との関係、空き地・空き家の活用

出典：全世代型社会保障構築会議 報告書（R4.12.16）

①来年度、実施・推進すべき項目

・〇の項目

・「住まい支援システム」の構築に向けたモデル事業の実施を踏まえた実践面での課題の抽出、全国的な普及に向けた具体的な手法の周

知・啓発

・上記モデル事業の成果を活用して、住まいに課題を抱える者の属性や量的な把握についての推計及びその精緻化

・生活困窮者自立支援制度、住宅セーフティネット制度などにおける住まい支援を強化

②制度改正について検討を進めるべき項目

・既存の各制度における住まい支援の強化に向けて、①のモデル事業の結果等を踏まえつつさらなる検討を深め、必要な制度改正を実施

今後の改革の工程

①全世代型社会保障構築会議 各分野における改革の方向性



②、③第９期介護保険事業（支援）計画の基本方針のポイント

基本的考え方

出典：社会保障審議会介護保険部会（第106回）、全国担当課長会議（R5.3）より作成

・第９期計画期間中には団塊の世代が2025年（R7年）に75歳以上となる

・高齢者人口がピークを迎える2040年を見通すと、85歳以上人口が急増し、医療・介護双方のニーズを有する高齢者など

様々なニーズのある要介護高齢者が増加

・生産年齢人口は急減することが見込まれる

・都市部と地方で高齢化の進みが大きく異なるなど、これまで以上に中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を

踏まえて介護サービス基盤を整備するとともに、地域の実情に応じて地域包括ケアシステムの深化・推進や介護人材の確保、

介護現場の生産性向上を図るための具体的な施策や目標、優先順位を検討した上で、介護保険事業（支援）計画に定

めることが重要



見直しのポイント

出典：社会保障審議会介護保険部会（第106回）、全国担当課長会議（R5.3）より作成

１．介護サービスの計画的な整備

①地域の実情に応じたサービス基盤の整備

・サービス需要の見込みに合わせて過不足ないサービス基盤の整備やサービス需要のピークアウトを見据えた施設の整備、共生型サービスの活用な

ど、地域の実情に応じて既存施設・事業所のあり方も含めて検討、計画的に整備することが重要。

・医療・介護双方のニーズを有する高齢者の増加を踏まえて、医療・介護を効率的かつ効果的に提供する体制の確保、医療・介護の連携化強

化が重要

・中長期的なサービス需要の見込みを、サービス提供事業者を含め、地域の関係者と共有し、サービス基盤の整備の在り方を議論することが重要

②、③第９期介護保険事業（支援）計画の基本方針のポイント

②在宅サービスの充実

・居宅要介護者の在宅生活を支えるための定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模型多機能居宅介護、看護小規模多機能型居宅介

護等の地域密着型サービスについて、地域の実情に応じて更なる普及を検討。

・居宅要介護者の様々なニーズに柔軟に対応できるよう、複合的な在宅サービスの整備を推進することが重要（今後、社会保障審議会介護給

付分科会において検討予定）



見直しのポイント

出典：社会保障審議会介護保険部会（第106回）、全国担当課長会議（R5.3）より作成

２．地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組

①地域共生社会の実現

・地域包括ケアシステムは地域共生社会を実現するための中核的な基盤となりうるものであり、制度・分野の枠や「支える側」「支えられる側」という

関係を超えて、地域住民や多様な主体による介護予防や日常生活支援の取組を促進する観点から総合事業の充実を推進。第９期計画期間

を通じて集中的に取り組んでいくことが重要。

・地域住民への総合相談支援等を担う地域包括支援センターについて、業務負担の軽減や質の確保、体制整備を図っていくことに加え、重層的

支援体制整備事業において属性や世代を問わない包括的な相談支援等を担うことも期待される。具体的には、障害者福祉や児童福祉などの

他分野との連携を促進していくことも重要。

・認知症に関する正しい知識の普及啓発により、認知症への社会の理解を深めることが重要

②、③第９期介護保険事業（支援）計画の基本方針のポイント

③保険者機能の強化

・給付適正化事業の取組の重点化・内容の充実・見える化

②デジタル技術を活用し、介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進めるための医療・介護情報基盤の整備



見直しのポイント

出典：社会保障審議会介護保険部会（第106回）、全国担当課長会議（R5.3）より作成

３．地域包括ケアシステムを支える介護人材及び介護現場の生産性向上

・介護人材を確保するため、処遇の改善、人材育成への支援、職場環境の改善による離職防止、外国人人材の受入環境整備などの取組を総

合的に実施

・都道府県主導の下で生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的に推進。介護の経営の協働化・大規模化により、人材や資源を有効に

活用

・介護サービス事業者の財務状況等の見える化を推進

②、③第９期介護保険事業（支援）計画の基本方針のポイント



参考資料



総人口の推移

出典：第106回 社会保障審議会 介護保険部会



今後の介護保険をとりまく状況（１）

出典：第106回 社会保障審議会 介護保険部会



今後の介護保険をとりまく状況（３）

出典：第106回 社会保障審議会 介護保険部会



今後の介護保険をとりまく状況（４）

出典：第106回 社会保障審議会 介護保険部会



第８期介護保険事業計画におけるサービス量等の見込み

出典：第106回 社会保障審議会 介護保険部会



第８期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について

出典：第106回 社会保障審議会 介護保険部会



年齢階級別の認知症有病率 について 一万人コホート年齢階級別の認知症有病率

出典：第94回 社会保障審議会 介護保険部会



出典：社会保障審議会 介護保険部会



出典：社会保障審議会 介護保険部会



出典：社会保障審議会 介護保険部会


